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○ 本県の高齢者保健福祉施策の取組状況 

 

 Ⅰ 高齢者の健康・生きがいづくり  

（１）高齢者の社会活動等の状況  

 

 

 

・65 歳以上高齢者の就業率     20.7％(全国 26 位、全国平均 21.6％)        

     

 
 
 

・シルバー人材センター会員数   2１.9 人(全国１０位)  ⇒  2０.０人（全国 1１位） 

（60 歳以上千人当り） ※全国   ＊18.7 人             ＊17.7 人 
 

 

 

・老人クラブ加入率                    44.7％(全国 1 位)   ⇒    42.6％(全国 1 位)  

（対 60歳以上人口）  〔会員数〕 〔174千人〕           〔169 千人〕 

            ※全国   ＊15.8％、〔6,450 千人〕         ＊14.4％、〔6,062 千人〕 

 

 

 

（２）介護予防の実施状況 

 

 

 

・介護予防事業参加実人数 

・通所型介護予防事業     1,336 人   ⇒  2,136 人 ⇒ 3,253 人    

 

・訪問型介護予防事業     491 人    ⇒   414 人  ⇒  421 人    

 

  

  

・住民運営の通いの場（体操、会食、茶話会、認知症予防、趣味活動） 

27,300 人（うち、週 1 回以上 10,975 人）    

        

 

平成 19 
(2007) 

平成 21 
(2009) 

※高齢福祉課調べ 

H22(2010)年 10 月 

※Ｈ22 国勢調査から推計 

H24(2012)年 H26(2014)年 

H24(2012)年 H26(2014)年 

※福祉行政報告例 

※(社)全国シルバー人材センター事業協会調べ 

平成 26 
(2014) 

H26(2014)年 
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Ⅱ 介護サービスの充実と地域包括ケアシステムの構築  

（１）介護サービスの利用状況  
 

 

・サービス利用者数（月平均）  21千人  ⇒ 36千人   ⇒ 49千人    51千人   

・居    宅〔構成割合〕    12千人〔58%〕⇒ 24千人〔65%〕⇒ 33千人〔67%〕  34千人〔68%〕 

・地域密着〔構成割合〕            1千人〔 3%〕⇒  4千人〔 8%〕    5千人〔 9%〕 

・施    設〔構成割合〕      9千人〔42%〕⇒ 11千人〔32%〕⇒ 12千人〔25%〕  12千人〔23%〕 

 

＜主なサービス受給者の内訳＞                      （単位：人、倍） 

主な項目 
H12年度 

月平均 a 

H18年度 

月平均 

H25年度 

月平均 

H26年 

月平均 b 

H12との比較 
 (b/a) 

(地域密着 
は対 H18) 

居宅 

サービス 

訪問系サービス 
16,951人  

18,748人  29,528人 31,583人 
約 3.5倍  

通所系サービス 18,736人  26,759人 27,882人 

短期入所サービス 1,896人  4,061人  5,768人 5,786人 約 3.1倍  

地域 

密着型 

サービス 

認知症対応型通所介護 － 217人  1,032人 1,025人 約 4.7倍  

小規模多機能型居宅介護 － 13人  1,229人 1,366人 約 105.1倍  

認知症対応型共同生活介護 － 827人  1,764人 1,941人 約 2.3倍  

施設 

サービス 

介護老人福祉施設 2,970人 5,019人 5,336人 5,306人 約 1.8倍 

介護老人保健施設 2,887人 3,969人 4,320人 4,372人 約 1.5倍 

介護療養型医療施設 2,153人 2,539人 2,064人 2,007人 約 0.9倍 

※ 複数のサービス受給者については複数計上している。 

 

 

（２）介護サービス給付費の状況   

 

 

 

・給付費合計   416 億円   ⇒679 億円   ⇒918 億円    957 億円         

・居  宅〔構成割合〕108 億円〔26%〕⇒268 億円〔40%〕⇒407 億円〔44%〕 427 億円〔45%〕 

・地域密着〔構成割合〕           23 億円〔43%〕⇒ 99 億円〔11%〕 113 億円〔12%〕 

・施  設〔構成割合〕308 億円〔74%〕⇒387 億円〔57%〕⇒413 億円〔45%〕 416 億円〔43%〕 

 

※第５期介護保険事業支援計画における推計値と実績の比較（H26） 

 推計値 a 実績 b b／a 

介護サービス給付費合計 998億円 957億円 96％ 

 介護予防サービス費 45億円 39億円 87％ 

居宅サービス費 395億円 389億円 98％ 

地域密着型サービス費 121億円 113億円 93％ 

施設サービス費 437億円 416億円 95％ 

 

 

H12 
(2000) 

H25 
(2013) 

H18 
(2006) 

H12 比較 

 

約 2.4 倍 

約 2.8 倍 

約 4.5 倍（対⑱） 

約 1.3 倍 

※高齢福祉課調べ 

H12 
(2000) 

H25 
(2013) 

H18 
(2006) 

H12 比較 

 

約 2.3 倍 

約 4.0 倍 

約 4.9 倍（対⑱） 

約 1.4 倍 

H26 
(2014) 

※介護保険事業状況報告、高齢福祉課調べ 

H26 
（2014） 



 

- 5 - 

 

＜主な介護サービス給付費の内訳＞                   （単位：百万円、倍） 

主な項目 
H12年度 

a 

H18年度 

 

H25年度 

 

H26年度 

b 

H12との比較 
 (b/a) 

(地域密着 
は対 H18) 

居宅 

サービス 

訪問系サービス 2,513  5,813 8,648 9,372 約 3.7倍 

通所系サービス 5,200 12,685 20,017 20,896 約 4.0倍 

短期入所サービス 1,418  3,929 5,512 5,545 約 3.9倍  

地域 

密着型 

サービス 

認知症対応型通所介護 － 228 1,276 1,292 約 5.7倍  

小規模多機能型居宅介護 － 20 2,581 2,887 約 144.4 倍  

認知症対応型共同生活介護 － 2,080 5,060 5,590 約 2.7倍  

施設 

サービス 

介護老人福祉施設 10,604  15,599 17,683 17,702 約 1.7倍 

介護老人保健施設 10,004  12,080 14,183 14,624 約 1.5倍 

介護療養型医療施設 10,186  10,999 9,087 8,951 約 0.9倍 

 

 

・介護保険給付費（居宅等・施設）の都道府県別分布（第１号被保険者一人あたり給付費） 

 

※介護保険事業状況報告、高齢福祉課調べ 
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（３）介護サービス事業所・施設の状況 

①居宅サービス 
 

 

・居宅介護サービス事業所数  310 ⇒ 1,277 ⇒ 1,722 ⇒ 1,831   

 

＜主なサービス事業所の内訳＞  

    H12.3(a) H19.3 H26.3 H27.3(b) 

H12との比較 
 (b/a) 

(地域密着 
は対 H18) 

訪問介護 72 167 202 225 約 3.1倍 

訪問看護ステーション 27 35 48 53 約 2.0倍 

通所介護 64 258 406 436 約 6.8倍 

福祉用具貸与 32 70 76 77 約 2.4倍 

認知症グループホーム 2 57 136 147 約 73.5倍 

（ベッド数） (14) (847) (1,863) (2,052) (約 146.6 倍 ) 

認知症対応型通所介護 － 17 67 69 約 3.9倍 

小規模多機能型居宅介護 － 3 63 68 約 22.6倍  

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 － － 5 6  

居宅介護支援 － 317 329 348   

 

 

 ②施設サービス 

 

・介護保険施設数    14４施設⇒ 160 施設 ⇒ 166 施設⇒ 188 施設  

・特別養護老人ホーム    4４   ⇒  66   ⇒    79  ⇒  104 

・介護老人保健施設    36    ⇒   43   ⇒    49  ⇒   48 

・介護療養型医療施設    64  ⇒  51   ⇒    38  ⇒   36 

 

・介護保険施設入所定員  8,６97 床⇒ 11,752 床⇒ 12,070 床⇒ 12,178 床  

・特別養護老人ホーム   3,115  ⇒  5,140 ⇒  5,575 ⇒ 5,744 

・介護老人保健施設    3,160  ⇒  4,055 ⇒  4,457 ⇒ 4,482 

・介護療養型医療施設   2,422  ⇒  2,557 ⇒  2,038 ⇒ 1,952 

※特別養護老人ホームには、地域密着型を含む 

 

・65 歳以上人口 10 万人あたりの定員(H26 年 10 月現在） 

  
特別養護老人ﾎｰﾑ
（地域密着型を除く） 

介護老人保健施設 介護療養病床 3 施設合計 

富山県 1,691 人 1,392 人 631 人 3,713 人 

全国順位 第１５位 第１１位 第２位 第４位 

全国平均 1,510 人 1,098 人 203 人 2,810 人 

差   181 人   294 人 428 人 903 人 

H12 比較 

 
約 5.9 倍 

約 1.3 倍 

約 2.4 倍 

約 1.3 倍 

約 0.6 倍 

約 1.4 倍 

約 1.8 倍 

約 1.4 倍 

約 0.8 倍 

※高齢福祉課調べ 

H12 比較 

 

※高齢福祉課調べ 

※介護サービス施設・事業所調査(厚生労働省) 

H12.3 
(2000) 

H19.3 
(2007) 

H26.3 
(2014) 

H27.3 
(2015) 

H12.3 
(2000) 

H19.3 
(2007) 

H26.3 
(2014) 

H27.3 
(2015) 
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（４）富山型デイサービス事業所数  

   

 

 

・富山型デイサービス事業所数   27 事業所   ⇒   1１８事業所   

 

 

 

 

 

(５)介護サービス基盤整備の状況 

 

  富山県地域医療介護総合確保基金や県単独補助を活用し、介護サービス基盤整備を促進 

区 分 

H27.3.31まで 

の整備計画 

(第５期介護保険

事業支援計画値) 

H27.4.1 

指定状況 

（実績） 

第５期計画分 

でH27.4以降 

も整備期間を 

要したもの 

第５期計画 

に基づく 

整備実績 

(計画との差) 

第６期計画 

に基づく 

整備目標 

(計画期間増数) 

特別養護老人 

ホーム 

（地域密着型を含む） 

6,005人 

 

5,812人 

(105ヶ所) 

109人 

 

5,921人 

（-84人）※１ 

6,503人 

（+582人） 

認知症グループ 

ホーム 

2,114人 

 

2,141人 

[うち９人は第６期計画] 

18人 

 

2,150人 

（+36人）※２ 

2,672人 

（+522人） 

定期巡回・随時 

対応型訪問介護 

看護事業所 

6ヶ所 

 

6ヶ所 

 

― 

 

6ヶ所 

（±0） 

19ヶ所 

（+13ヶ所） 

認知症対応型 

デイサービス 

73ヶ所 

 

69ヶ所 

 

1ヶ所 

 

70ヶ所 

（-3ヶ所） 

77ヶ所 

（+7ヶ所） 

小規模多機能型 

居宅介護事業所 

85ヶ所 

 

75ヶ所 

 

3ヶ所 

 

78ヶ所 

（-7ヶ所） 

96ヶ所 

（+18ヶ所） 

看護小規模多機能 

型居宅介護事業所 

（複合型ｻｰﾋﾞｽ） 

5ヶ所 

 

1ヶ所 

 

― 

 

1ヶ所 

（-4ヶ所） 

6ヶ所 

（+5ヶ所） 

（注）計画との差の主な要因について 

※１ 介護療養型医療施設の転換（減少）の際に生じた計画転換先以外の施設への転換 

（例）計画の転換先：特別養護老人ホーム → 実際の転換先：医療療養病床（医療保険） 

※２ 保険者における地域密着型特定施設から認知症グループホーム等への整備変更   

⇒いずれも、第５期介護保険事業支援計画の変更を要しなかったもの 

 

平成 16.3 

(2004) 

平成 28.2 

(2016) 

4.4 倍 

※厚生企画課調べ 
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（６）在宅医療を実施している医療機関数 

 

平成 24 年度 平成 27 年度 

実施期間増減 

（H27 - H24） 

医療機関数 医療機関数 

調査 

対象数 
回答数 

うち在宅

医療実施 

回答数に 

占める割合 

調査 

対象数 
回答数 

うち在宅

医療実施 

回答数に 

占める割合 

病院 108 90 33 36.7％ 107 93 38 40.9％ 5 

診療所 626 529 266 50.3％ 613 584 316 54.1％ 50 

計 734 619 299 48.3％ 720 677 354 52.3％ 55 

 

 

（７）認知症高齢者の増加 

 

 

 

・認知症の有病者数（全国推計値）462 万人  ⇒   525 万人  ⇒   730 万人    

 

 

   〔15.0％〕      〔16.0％〕    〔20.6％〕 

 

 

 

・認知症の有病者数（県内推計値）           約 5 万人             

 （65 歳以上人口（H26.10.1 現在）316,923 人×有病率 15.7％＝49,757 人） 

 

 

 

（８）認知症疾患医療センター 

  認知症疾患に関する専門相談、鑑別診断、専門医療を行なうとともに、地域の医療・介護の連携を図る。 

 

 

 

・認知症疾患医療センター数            ３病院             
 

 

 

 

平成 24 
(2012) 

平成 27 
(2015) 

平成 37 
(2025) 

※平成 2７年厚生労働省発表 

〔各年齢の認知症有病
率が上昇する場合の
有病率 将来推計〕 

※平成 26 年度富山県認知症高齢者実態調査結果 

平成 27 年度末現在 

(2015) 

谷野呉山病院 （富山市） 

魚津緑ヶ丘病院（魚津市） 

北陸病院   （南砺市） 

約 7 人に 1 人 約５人に 1 人 
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（９）高齢者保健福祉施設の状況（介護保険施設以外）  

 

・老人福祉施設（居住系）、高齢者向け住宅等の数   

施設種類（居住系）  23 年度末 27.12 時点 増加数 

軽費老人ホーム・ケアハウス 
箇所数 24 24 0 

床数 1,404 1,404 0 

養護老人ホーム 
箇所数 4 4 0 

床数 380 380 0 

生活支援ハウス 
箇所数 5 4 △1 

床数 72 60 △12 

有料老人ホーム 
箇所数 38 66 28 

床数 941 1,575 634 

介護あんしんアパート 
箇所数 12 17 5 

戸数 149 215 66 

シルバーハウジング 
箇所数 7 8 1 

戸数 150 160 10 

高齢者向け優良賃貸住宅 
箇所数 8 8 0 

戸数 288 288 0 

サービス付き高齢者向け住宅※ 
箇所数 7 65 58 

戸数 141 1,558 1,417 

※サービス付高齢者向け住宅は平成 23 年度から登録制度開始 

 

・その他老人福祉施設・保健センター等の数    

施設等の種類   23 年度 28 年 1 月 増加数 

老人福祉センター 
箇所数 32 27 △5 

利用定員 4,934 4,089 △845 

市町村保健センター（類似施設含む） 箇所数 38 32 △6 

在宅介護支援センター（地域包括支援 

センター併設のものは除く） 
箇所数 43 31 △12 

 
※高齢福祉課調べ 
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Ⅲ 地域包括ケアシステムを支える体制づくり  

（１）福祉人材の養成 

 

・福祉人材養成の状況     

資格等の種類 19 年度末① 22 年度末 

 

26 年度末② 
 

増減 

②－① 

訪問介護員 ２級取得者 14,308 人 18,564 人  21,165 人 6,857 人 

１級取得者 1,153 人 1,190 人  1,190 人 37 人 

介護職員基礎研修課程取得者 14 人 219 人  599 人 585 人 

介護職員初任者研修課程取得者 － － 1,335 人 1,335 人 

介護福祉士 7,362 人 9,837 人 13,490 人 6,128 人 

社会福祉士  812 人 1,156 人 1,579 人 767 人 

精神保健福祉士 317 人 444 人 591 人 274 人 

介護支援専門員（ケアマネジャー） 4,116 人 3,169 人 3,554 人 ※▲562 人 

（参考）実務研修受講試験合格者数 累計 4,143 人 4,968 人 5,929 人 1,786 人 

主任介護支援専門員（主任ケアマネジャー） 124 人 315 人  564 人 440 人 

※介護支援専門員資格については、平成 18 年度から更新制導入（有効期間５年） 

 

 

・介護福祉士養成校の入学者 

 23 年 24 年 25 年 26 年 27 年 

定  員 190 人 190 人 190 人 190 人 190 人 

入学者数 144 人 164 人 159 人 126 人 104 人 

充足率 75.8％ 86.3％ 83.7％ 66.3％ 54.7％ 

 

（参考）有効求人倍率   

  19 年 22 年 26 年 27 年 12 月 

介護関係 1.89 1.55 2.92 4.02 

全職種 1.19 0.75 1.39 1.51 

 

 

（２）介護職員処遇改善加算取得状況（各区分における割合） 平成 27 年 7月現在 
                                                 （単位：％） 

 
加算Ⅰ 

（月額 27,000 円相当） 

加算Ⅱ 

（月額15,000円相当） 

加算Ⅲ 

（月額 13,500 円相当） 

加算Ⅳ 

（月額 12,000 円相当） 
加算なし 

対象事業所（1,463 事業所） 68.7 23.1 0.0 1.1 7.1 

 施設サービス事業所 78.5 18.3 0.0 1.1 2.2 

 在宅サービス事業所 67.3 23.8 0.0 1.1 7.8 

※厚生企画課、高齢福祉課調べ 

※富山労働局調べ 
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（３）地域生活支援体制の整備状況  

 

 

・ケアネット２１実施数     245 チーム（40 地区）     3,247 チーム（255 地区)  

 

 

 

 

（４）地域支援事業費の状況  

 

 

 

・事業費合計           13.1 億円  ⇒21.0 億円    ⇒ 21.2 億円         

・介護予防事業〔構成割合〕       3.5 億円〔27%〕⇒ 7.2 億円〔34%〕⇒  7.2 億円〔34%〕 

・包括的支援事業・任意事業〔構成割合〕9.6 億円〔73%〕⇒13.8 億円〔66%〕⇒14.0 億円〔66%〕 

 

 

 

 

（５）地域包括支援センター設置数 （平成 28 年１月１日現在） 

 

介護保険者名 設置数 設置方法 
設置主体 

直営 
構成 

市町村 

社会福祉 

協議会 
社会福

祉法人 

医療

法人 
ＮＰＯ その他 

  富  山  市 32 法人委託       20 6   6 

  高  岡  市 11 法人委託     1 8 2     

  魚  津  市 1 直営 1             

  氷  見  市 1 直営 1             

  滑  川  市 1 直営 1             

  射  水  市 5 法人委託      5       

中新川広域行政事務組合 
（上市町、立山町、舟橋村） 

3 
構成町村 

へ委託 
  3           

砺波地方介護保険組合 
（砺波市、小矢部市、南砺市） 

3 
構成市 

へ委託 
  3           

新川地域介護保険組合 
（黒部市、入善町、朝日町） 

4 
構成市町 

へ委託 
  2 1 1       

富山県 計 61   3 8 2 34 8 0 6 

 

① サブセンター設置数（H27 年 4 月末）：５箇所（砺波組合５） 

   ※在宅介護支援センターを改編し、地域包括支援センターの支所としたもの 

② ブランチ設置数（H27 年 4 月末）：３１箇所 

    （センター別の数：氷見４、射水３、砺波組合１９、新川組合５） 

   ※ 既存の在宅介護支援センターを地域包括支援センターの協力機関として位置付けたもの 

 

 

 

※その他は、生協、社団等・営利法人 

※高齢福祉課調べ 

H25 
(2013) 

H18 
(2006) 

H18比較 

 

約 1.6 倍 

約 2.1 倍 

約 1.5 倍 

H26 
(2014) 

※介護保険事業状況報告、高齢福祉課調べ 

約 13.3 倍 

H15(2003)年 H27(2015)年 
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(６)県民の意識（県政世論調査より） 

 

① 県政への要望 

 

 

 

② 将来、介護を受けたい場所について…Ｈ27年度調査 

 

問：あなたは、介護が必要になった場合、どのような生活を望みますか。（1つだけ）（回答数 1,045 人） 

 

 

順位 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

１ 景気対策 30.5％ 景気対策 28.5％ 景気対策 25.5％ 

２ 高齢者福祉の充実 19.7％ 子育て対策 21.3％ 子育て対策 21.1％ 

３ 子育て対策 19.6％ 高齢者福祉の充実 20.6％ 高齢者福祉の充実 17.7％ 

４ 雪に強いまちづくり 18.8％ 医療提供体制の充実 16.3％ 雪に強いまちづくり 16.4％ 

５ 医療提供体制の充実 16.8％ 雪に強いまちづくり 14.2％ 医療提供体制の充実 14.3％ 

この希望を実現するためには、6

割の方が富山型デイなど地域で

サービスを受けられる場の整備が

必要と回答 


